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４ 実態調査の実施 

（１）実施目的 

本調査は、IT業界において働き方改革を進め、長時間労働を是正することが喫緊の課題で

あるとの認識のもと、労働時間の実態や長時間労働対策への取組状況を明らかにすることを

目的に実施した。 

具体的には、本事業の過去の実態調査において、H28 年度に主に人事労務面での長時間労

働の要因・有効な施策、H29年度には主にプロジェクト管理面での要因・有効な施策につい

て調査を行ってきた。そのため、本実態調査では、過去の調査結果より有効と思われる施策

を経営、人事労務、プロジェクト管理の 3つの側面から再整理し、IT業界各社の実施状況を

調査することで、現在取組が推進されている施策、遅れている施策、事業形態(受託型、組

込み型、プロダクト型)や労働時間の長短による推進状況の違い等を抽出し、今後 IT業界各

社の取組検討の一助とすることを目指して実施した。 

なお、調査結果は、IT業界における長時間労働対策の取組状況のベンチマークデータとし

て、業界各社がセルフチェックで自社と他社の取組状況を比較するツールとしても活用して

いる。（「（５）調査結果を基にした自社診断ツールの作成」参照） 

 

（２）実施概要 

アンケート調査は、IT業界の 4団体の加盟企業約 1,250 社を対象に実施し、計 222 社 (回

収率 17.8%)の回答を得ることができた。なお、調査対象は、4団体の加盟企業の内、自社で

システム開発を行っている企業とし、例えばユーザー企業等、発注元として自社でシステム

開発を行わない企業は調査対象から外している。 

 

図表 4-1．実態調査の実施概要 

実施目的 IT業界における長時間労働対策等の実施状況について把握すること 

実施時期 2018年 10月 17日～11月 16日 

調査対象 

・一般社団法人情報サービス産業協会(JISA) 会員企業 

・一般社団法人組込みシステム技術協会(JASA) 会員企業 

・一般社団法人コンピュータソフトウェア協会(CSAJ) 会員企業 

・一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会(JUAS) 会員企業 

調査票送付数 計 1248 社  

回収数(率) 222件 (回収率: 17.8%) 
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（３）調査内容 

調査は、主に「Ⅰ.企業属性」、「Ⅱ.労働時間の状況」、「Ⅲ.長時間労働対策の実施状況」に

ついて確認した。本調査で目的とする IT 業界各社の長時間労働対策の実施状況については、

「経営体制」、「プロジェクト管理」「人事管理」の分類において、8 つの設問を用意し、設問

ごとに過去調査結果及び有識者委員会で抽出した 10 の施策の実施状況について、「積極的で

ある」「やや積極的である」「あまり積極的でない」「積極的でない」「実施していない」「業務

またはビジネス上不要」の 6 段階で回答し、各施策の積極度合いの違いを調査した。調査項

目の詳細は、次頁「アンケート調査票」に示す。 

 

図表4-2．実態調査の調査内容 

分類 調査項目 

Ⅰ．企業属性 

＜問 1～3＞ 

• ビジネスモデル、取引構造のポジション、顧客業種、常駐比率 

• 基本情報（売上規模、営業利益率、従業員数 等） 

• ITエンジニアの過不足状況 

Ⅱ．労働時間の状況 

＜問 4～6＞ 

• 直近の労働時間と有休取得率 

• 過去 3年間における労働時間と有休取得率の変化 

• 労働時間の管理方法 

Ⅲ．長時間労働対策の実施状況 
 

経営体制 

＜問 7,8＞ 

1. 全社的な経営方針やビジネス実施全体についての施策 

2. プロジェクトの全社的な支援・管理体制に関する施策 

プロジェクト管理 

＜問 9～11＞ 

3. プロジェクト提案・受注・計画時に関する施策 

4. 円滑なプロジェクト運営実現のための施策 

5. プロジェクト実施時のトラブル対応に関する施策 

人事管理 

＜問 12～14＞ 

6. 労働時間に関する制度導入などの施策 

7. その他長時間労働を是正するための現場に対する施策 

8. 人材育成や生産性向上についての意識向上のための施策 
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■アンケート調査票
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（４）調査結果 

 アンケート調査票の各設問への回答企業 222 社の集計結果を以下に示す。 

 

Ⅰ．企業属性 

問 1.事業内容(SA) 

回答企業 222 社の事業内容を見ると、その他の情報サービス事業者が約 8割となり、

回答企業の大多数を占めている。 

図表4-3．事業内容(SA) 

 合計 

コンピュー

タ・メーカ

ーの情報子

会社 

ユーザの情

報子会社 

その他の情

報サービス

事業者 

無回答 

件数 222 8 33 180 1 

％ 100.0 3.6 14.9 81.1 0.5 

 

付問 1(1)事業類型(情報サービス事業者)(SA) 

情報サービス事業の類型を確認したところ、受託型が約 8割となり、回答企業の大多

数を占める。 

図表 4-4．事業類型（情報サービス事業者）(SA) 

 合計 
受託型 

※1 

組込み型 

※2 

プロダクト

型 

※3 

無回答 

件数 222 174 27 21 0 

％ 100.0 78.4 12.2 9.5 0.0 

 

【情報サービス事業の類型】 

※1 受託型：      顧客(ユーザの情報子会社の場合は親会社を含みます。以下の設問でも同様とし 

ます)からの、オーダーメイドの情報システムの構築(パッケージやクラウド・ 

ASP 等のカスタマイズを含む)・運用やプログラムの開発等の受託。または、そ 

のために必要な要員の派遣。 

※2 組込み型：    ハードウェアに組み込まれるプログラムの開発受託。または、そのために必要な 

要員の派遣。 

※3 プロダクト型：パッケージソフトやクラウド・ASP 等、レディメイドの IT サービスの自主的な 

企画・開発・提供 
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付問 1(2)貴社の取引構造におけるポジション(SA) 

 プロダクト型を除く受託型と組込み型と回答した企業に対して、取引構造におけるポ

ジションについて当てはまるものを聞いたところ、元請が約 6割と最も多く、次いで中

間下請 1が約 3割である。 

 

図表4-5．取引構造におけるポジション (SA) 

  合計 元請 中間下請 1 中間下請2 最終下請 無回答 

件数 201 120 59 14 8 0 

％ 100.0 59.7 29.4 7.0 4.0 0.0 

 

付問 1(3)売上高の最も大きいプロジェクトのエンドユーザの業種(SA) 

同様に、プロダクト型を除く情報サービス企業に対して、売上高の最も大きいプロ 

ジェクトのエンドユーザの業種を聞いたところ、情報サービス業とコンピュータメー 

カなど IT 関連サービスを提供している製造業の合計(同業者間取引)が 約 2割であっ

た。ユーザとの取引は、銀行・保険・その他の金融業が約 16％、次いで製造業(IT 関連

サービス以外)が 約 11%であった。 

 

図表4-6．売上高の最も大きいプロジェクトのエンドユーザの業種(SA) 

カテゴリー 件数 ％ 

農林水産・鉱業 2 1.0 

建設業 2 1.0 

製造業(ＩＴ関連サービスを提供している企業) 38 18.9 

3．以外の製造業 22 10.9 

電気・ガス・熱供給・水道業 9 4.5 

情報サービス業 38 18.9 

通信業 7 3.5 

放送業、新聞・出版業、映像・音声制作業 2 1.0 

広告業・広告制作業 0 0.0 

運輸業、郵便業 7 3.5 

卸売業、小売業 8 4.0 

銀行業、保険業、その他金融業 33 16.4 

専門・技術サービス業、学術研究 1 0.5 

飲食店、宿泊業 0 0.0 

教育、学習支援業 0 0.0 

医療業 1 0.5 

福祉関連業(社会保険・社会福祉・介護) 0 0.0 

その他サービス業 6 3.0 

官公庁・自治体 17 8.5 

その他 3 1.5 

無回答 5 2.5 

合計 201 100.0 
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付問 1(4)貴社のＩＴエンジニアに占める客先常駐の比率(ＳＡ) 

客先常駐の割合について聞いたところ、1割が最も多く約 17%、次いで客先常駐がい

ないが約 15%となっている。平均は約 4.4割となっているが、分布状況は多様である。 

図表4-7．ＩＴエンジニアに占める客先常駐の比率(SA) 

  合計 1０割 9割 8割 7割 6割 5割 4割 3割 2割 1割 

客先 

常駐

なし 

無回

答 

件数 201 12 19 24 19 12 13 8 17 12 34 30 1 

％ 100.0 6.0 9.5 11.9 9.5 6.0 6.5 4.0 8.5 6.0 16.9 14.9 0.5 

 

問 2(ａ)．売上高(ＳＡ) 

売上高は、5億円以下の企業が最も多く約 26%、次いで 20～50億円の企業が約 16%と

なっている。平均は約 463 億円となっているが、分布状況は多様である。 

図表4-8．売上高(SA) 

  合計 
5億円

以下 

5億円

超～1０

億円 

1０億円

超～2０

億円 

2０億円

超～5０

億円 

5０億円

超～1０

０億円 

1００億

円超～3

００億

円 

3００億

円超～5

００億

円 

5００億

円超 
無回答 

件数 222 58 34 26 36 26 26 7 4 5 

％ 100.0 26.1 15.3 11.7 16.2 11.7 11.7 3.2 1.8 2.3 

 

問 2(ｂ)．営業利益率(ＳＡ) 

営業利益率は、5%以下の企業が最も多く約 53%、次いで 5%～10%の企業が約 25%となっ

ている。 

図表4-9．営業利益率(SA) 

  合計 5％以下 

5％超～

1０％以

下 

1０％超

～15％

以下 

15％超

～2０％

以下 

2０％超 無回答 

件数 222 117 56 10 9 12 16 

％ 100.0 52.7 25.2 4.5 4.1 5.4 7.2 
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問 2(ｃ)．正社員数(ＳＡ) 

正社員数は、平均は約339 人となっており、100～299 人が約 29%と最も多く、次いで

50～99人が約 14%となっている。 

図表4-10．正社員数(SA) 

  合計 1～9人 
1０～29

人 

3０～49

人 

5０～99

人 

1００～

299人 

3００～

499人 

5００～

999人 

1０００

～2999

人 

3０００

人以上 
無回答 

件数 222 19 26 20 30 64 25 20 14 2 2 

％ 100.0 8.6 11.7 9.0 13.5 28.8 11.3 9.0 6.3 0.9 0.9 

 

問 3．ＩＴ人材の過不足状況(ＳＡ) 

ＩＴ人材の過不足状況は、不足が約 53%、次いでどちらかといえば不足が約 34%と回

答しており、9割近くの企業が人材の不足を感じている状況である。 

図表4-11．ＩＴ人材の過不足状況(SA) 

  合計 過剰 

どちら

かとい

えば過

剰 

適正 

どちら

かとい

えば不

足 

不足 無回答 

件数 222 0 2 22 76 118 4 

％ 100.0 0.0 0.9 9.9 34.2 53.2 1.8 

 

  



 

50 
 

Ⅱ．労働時間の状況 

 

問 4(ａ)．1週間の所定労働時間(ＳＡ) 

1 週間の所定労働時間は、全体の平均で 39.1 時間となっており、40時間が約 50%、35

時間～40時間が約 44%で全体の回答の大多数を占めている。 

図表4-12．1週間の所定労働時間 (SA) 

  合計 
35時間

未満 

4０時間

未満 
4０時間 

41時間

以上 
無回答 平均 

件数 222 0 98 110 0 14 39.1 時間 

％ 100.0 0.0 44.1 49.5 0.0 6.3 

 

問 4(ｂ)直近 1年間の月平均所定外労働時間(ＳＡ) 

直近 1年間の月平均所定外労働時間は、回答企業全体の平均が 18.7 時間であり、10

～20時間が約 38%と最も多く、次いで 20～30 時間が約 29%となっている。 

図表4-13．直近1年間の月平均所定外労働時間 (SA) 

 合計 
1０時間

未満 

2０時間

未満 

3０時間

未満 

4０時間

未満 

4０時間

以上 
無回答 平均 

件数 222 25 85 64 13 5 30 18.7時間 

％ 100.0 11.3 38.3 28.8 5.9 2.3 13.5 

 

問 4(ｃ)直近 1ヶ月の所定外労働時間が 8０時間超え従業員の比率(ＳＡ) 

直近 1ヶ月の所定外労働時間が 80時間越えの従業員比率は、回答企業全体の平均が

1.3％であり、0%が約 60%と最も多く、次いで 0～1%が約 14%となっている。 

図表4-14．直近 1ヶ月の所定外労働時間が8０時間超え従業員の比率 (SA) 

 合計 ０％ 

０％超

～1％以

下 

1％超～

2％以下 

2％超～

3％以下 

3％超～

1０％以

下 

1０％超 無回答 平均 

件数 222 134 30 27 12 10 2 7 1.3% 

％ 100.0 60.4 13.5 12.2 5.4 4.5 0.9 3.2 
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問 4(ｄ)．直近 1年間の有給休暇取得率(ＳＡ) 

直近 1年間の有給休暇取得率は回答企業全体の平均が 58.2%であり、60%～80%が約

45%と最も多く、次いで 40～60%が 27%となっている。 

図表4-15．直近 1年間の有給休暇取得率 (SA) 

 合計 
2０％以

下 

2０％超

～4０％

以下 

4０％超

～6０％

以下 

6０％超

～8０％

以下 

8０％超

～1０

０％未

満 

1００％ 無回答 平均 

件数 222 12 26 60 99 12 4 9 58.2% 

％ 100.0 5.4 11.7 27.0 44.6 5.4 1.8 4.1 

 

問 5．過去 3ヵ年における各設問(ＳＡ) 

過去 3ヵ年における、月平均所定外労働時間、月に 80時間を超える所定外労働時間

の社員比率、有給休暇取得率の改善状況を比べると、「改善した」「やや改善した」の

合計がそれぞれ 63.9%、58.1%、54%に比べ、「悪化した」「やや悪化した」の合計はそ

れぞれ 6.3%、2.3%、2.3%と、すべて項目において過去3年間で改善したと感じている企

業が多いことがうかがえる。 

図表4-16．過去 3ヵ年における各設問 (SA) 

  合計 
悪化し

た 

やや悪

化した 

変わら

ない 

やや改

善した 

改善し

た 
無回答 

(ａ)平均の 1ヶ月あたり所定外

労動時間 

件数 222 0 14 65 72 70 1 

％ 100.0 0.0 6.3 29.3 32.4 31.5 0.5 

(ｂ)1ヶ月の所定外労働時間が

8０時間超えの従業員比率 

件数 222 1 4 85 46 83 3 

％ 100.0 0.5 1.8 38.3 20.7 37.4 1.4 

(ｃ)有給休暇取得率 
件数 222 1 4 95 70 50 2 

％ 100.0 0.5 1.8 42.8 31.5 22.5 0.9 

 

問 6．事業所における従業員労働時間の管理・把握方法(ＭＡ) 

事業所における従業員の労働時間の管理・把握方法として、自社事業所、顧客事業所

双方において、自己申告が最も多く(自社事業所: 56.3%、顧客事業所:52.3%)、次いで

タイムカード、IDなどの利用が多く(自社事業所: 45.0%、顧客事業所:25.2%)なってい

る。特にタイムカード、IDなどの利用による労働時間管理について、自社事業所、顧客

事業所で 20ポイント程の差があり、顧客事業所での労働時間管理が自社事業所に比

べ、厳格に行われていないことが伺える。 



 

52 
 

 

図表4-17．事業所における従業員労働時間の管理・把握方法 (MA) 

  合計 

タイム

カー

ド、Ｉ

Ｄカー

ドなど

の利用 

パソコ

ンのロ

グイ

ン・ロ

グオフ 

自己申

告 
その他 無回答 

顧客の

事業所

で勤務

する従

業員は

いない 

(1)自社の事業所における従業

員労働時間の管理・把握方法 

件数 222 100 36 125 19 0 - 

％ 100.0 45.0 16.2 56.3 8.6 0.0 - 

(2)顧客の事業所における従業

員労働時間の管理・把握方法 

件数 222 56 23 116 22 17 37 

％ 100.0 25.2 10.4 52.3 9.9 7.7 16.7 
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問 7以降は、長時間労働是正のための施策について、「経営体制」「プロジェクト管

理」「人事管理」に紐づく計 8つの施策分類別にそれぞれ長時間労働対策として有効と

思われる 10種類の施策について、取組の積極度合いを確認する設問となっている。 

 

図表 4-18．8つの施策分類 

経営体制 

＜問 7,8＞ 

1. 全社的な経営方針やビジネス実施全体についての施策 

2. プロジェクトの全社的な支援・管理体制に関する施策 

プロジェクト管理 

＜問 9～11＞ 

3. プロジェクト提案・受注・計画時に関する施策 

4. 円滑なプロジェクト運営実現のための施策 

5. プロジェクト実施時のトラブル対応に関する施策 

人事管理 

＜問 12～14＞ 

6. 労働時間に関する制度導入などの施策 

7. その他長時間労働を是正するための現場に対する施策 

8. 人材育成や生産性向上についての意識向上のための施策 

 

以下の調査結果については、上記 3分類、8つの施策分類に対して有効と思われる 10

施策について、施策に対する取組の積極度合いを 0～4点で点数化し、回答企業の点数

の平均値をポイント化している。(4点：積極的である /3点：やや積極的である /2

点：あまり積極的でない /1点：積極的でない /0点：取り組んでいない) 

 

また、施策の積極度合いについて、企業のパフォーマンスごとの違いを比較するため

に、「優良企業軸」、「所定外労働時間軸」を集計軸として設けた。「優良企業軸」

は、「問 2(b)：営業利益率」と「問 4(b)：所定外労働時間」の結果を用いて、「利益

率高・所定外少」「利益率高・所定外多」「利益率低・所定外少」「利益率低・所定外

多」の 4分類で比較を行った。 
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問 7．全社的な経営方針やビジネス実施全体についての施策(ＳＡ) 

全体平均が 2.9ポイントと高く、全社的な経営方針やビジネス実施全体についての施

策に積極的に取り組んでいる企業が多いことが伺える。中でも、経営方針や戦略として

の長時間労働対策の明確な位置付けや、社長など経営者自らによる長時間労働対策につ

いてのメッセージ発信に取り組んでいる企業が多い。一方で、相互の利害を調整するた

めの会議体のポイントが著しく低く、整備が望まれる。施策全体を通じて、利益率が高

く所定外労働時間の少ない企業と、利益率が低く、所定外労働時間が多い企業が積極的

に取り組んでいる項目である。 

図表 4-19．全社的な経営方針やビジネス実施全体についての施策(ＳＡ) 

 

全
体
平
均 

①
経
営
方
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し
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の
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位
置
付

け ②
経
営
者
自
ら
に
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ッ
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③
付
加
価
値
の
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事
業
分
野
へ
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転

換
シ
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④
取
引
先
の
取
捨
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⑤
相
互
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利
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を
調
整
す
る
た
め
の
会

議
体 

⑥
受
注
内
容
に
応
じ
た
契
約
形
態
の
選

択 ⑦
発
注
内
容
に
応
じ
た
価
格
決
定
方
式 

⑧
契
約
単
位
の
分
割 

⑨
管
理
可
能
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
規
模
へ

の
細
分
化
・
階
層
化 

⑩
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
に
応
じ
た
開
発
手
法 

＊＊【総数】＊＊ 2.90 3.29 3.20 2.74 2.91 2.21 3.04 3.02 3.00 2.79 2.74 

優良企業軸                       

利益率高・所定外少 2.93 3.23 3.12 2.88 2.93 2.12 3.04 3.12 2.96 2.85 3.08 

利益率高・所定外多 2.83 3.17 3.07 2.85 2.63 2.16 3.12 2.98 2.93 2.70 2.60 

利益率低・所定外少 2.72 3.21 3.02 2.48 3.05 2.18 2.85 2.80 2.62 2.43 2.44 

利益率低・所定外多 2.98 3.51 3.47 2.65 2.95 2.34 3.01 3.04 3.15 2.91 2.71 

所定外労働時間別                       

０時間以上1０時間未満 2.68 2.88 3.12 2.54 2.83 2.08 2.79 2.71 2.71 2.46 2.70 

1０時間以上2０時間未満 2.93 3.44 3.26 2.67 2.99 2.17 3.04 3.10 2.99 2.75 2.79 

2０時間以上3０時間未満 2.88 3.33 3.14 2.70 2.82 2.31 3.06 2.95 2.98 2.87 2.62 

3０時間以上 2.93 3.18 3.24 2.94 2.65 2.50 3.24 3.06 3.12 2.71 2.67 
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問 8．プロジェクトの全社的な支援・管理体制に関する施策(ＳＡ) 

プロジェクトの全社的な支援に関して、部門長による進捗や業務内容の把握が 3.37

ポイントと高く、部門長の積極的な関与を促している企業が多い一方で、見積りや開発

に係る専門チーム(あるいは専門メンバー)による支援を積極的に行っている企業は少な

く、専門的な分野に関して適切な連携が行えていない可能性がある。利益率が低く所定

外労働時間が少ない企業でこの分野の取組が進んでいない傾向にあり、利益率が低く所

定外労働時間が多い企業と、利益率が高く所定外労働時間が少ない企業は同取組を推進

していることが伺える。 

図表 4-20．プロジェクトの全社的な支援・管理体制に関する施策 (ＳＡ) 

 

全
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平
均 
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化 

②
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
間
の
調
整
・
統
括
を

図
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門
担
当
者
の
配
置 

③
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門
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に
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④
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⑤
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ス
テ
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収
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用
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盤
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備 

⑥
開
発
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準
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プ
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ー
ト
、
ツ
ー

ル
類
の
整
備 

⑦
リ
ス
ク
や
進
捗
を
確
認
す
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た
め
の

ツ
ー
ル
類
の
整
備 

⑧
類
似
業
務
経
験
の
あ
る
社
員
の
配
置 

⑨
業
務
有
識
者
と
の
密
接
な
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン 

⑩
見
積
り
や
開
発
に
係
る
専
門
チ
ー
ム

(

あ
る
い
は
専
門
メ
ン
バ
ー)

に
よ
る
支

援 

＊＊【総数】＊＊ 2.83 3.05 2.56 3.37 2.87 2.69 2.98 2.74 2.78 2.78 2.44 

優良企業軸                       

利益率高・所定外少 2.84 3.00 2.48 3.44 2.77 2.44 3.04 2.85 2.81 2.96 2.62 

利益率高・所定外多 2.80 3.07 2.74 3.19 2.88 2.83 2.95 2.56 2.67 2.66 2.48 

利益率低・所定外少 2.53 2.72 2.26 3.15 2.61 2.38 2.55 2.42 2.56 2.49 2.10 

利益率低・所定外多 2.86 3.14 2.56 3.42 2.82 2.75 3.06 2.80 2.84 2.87 2.37 

所定外労働時間別                       

０時間以上1０時間未満 2.62 2.78 2.52 3.08 2.58 2.45 2.71 2.75 2.64 2.56 2.12 

1０時間以上2０時間未満 2.79 3.04 2.55 3.42 2.83 2.53 2.85 2.64 2.74 2.83 2.46 

2０時間以上3０時間未満 2.84 3.13 2.56 3.25 2.81 2.81 3.08 2.75 2.79 2.79 2.44 

3０時間以上 2.67 2.88 2.33 3.50 2.94 2.59 3.00 2.47 2.50 2.50 2.00 
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問 9．プロジェクト提案・受注・計画時に関する施策(ＳＡ) 

プロジェクト提案・受注・計画時に関する施策においては全体的に積極的に取り組ん

でいる様子が伺える。一方で、社外ノウハウの活用が 2.37 ポイント、要件定義プロセ

スの体系化が 2.39 ポイントと低く、これらの施策を取り入れることで、より適切なプ

ロジェクト提案や受注につながると考えられる。また、利益率が低く、所定外労働時間

が少ない企業ではこれらの施策の実行に積極的ではなく、全体的にポイントが低く出

た。 

図表4-21．プロジェクト提案・受注・計画時に関する施策 (ＳＡ) 

 

全
体
平
均 

①
見
積
り
時
の
工
数
確
保 

②
社
外
ノ
ウ
ハ
ウ
の
活
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③
見
積
内
容
を
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ェ
ッ
ク
す
る
社
内
体

制
の
整
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④
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件
の
分
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⑤
要
件
定
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プ
ロ
セ
ス
の
体
系
化 

⑥
開
発
ス
コ
ー
プ
の
明
確
化 

⑦
開
発
標
準
や
ル
ー
ル
の
ノ
ウ
ハ
ウ
の

体
系
化
、
テ
ン
プ
レ
ー
ト
や
ツ
ー
ル
の

活
用 

⑧
契
約
締
結
時
に
お
け
る
顧
客
と
の
交

渉 ⑨
発
注
者
の
業
務
理
解
度
の
把
握
と
対

策 ⑩
要
件
定
義
フ
ェ
ー
ズ
と
開
発
フ
ェ
ー

ズ
を
分
け
て
契
約 

＊＊【総数】＊＊ 2.90 3.03 2.37 3.08 3.03 2.39 3.00 2.89 3.28 2.92 2.96 

優良企業軸                       

利益率高・所定外少 2.90 3.26 2.37 3.22 2.93 2.04 3.00 2.93 3.43 2.89 2.93 

利益率高・所定外多 2.96 3.10 2.55 3.12 3.20 2.64 3.12 2.86 3.17 2.90 2.93 

利益率低・所定外少 2.51 2.40 2.00 2.73 2.62 2.03 2.56 2.62 2.92 2.76 2.54 

利益率低・所定外多 2.98 3.15 2.41 3.09 3.16 2.51 3.04 2.96 3.40 2.97 3.13 

所定外労働時間別                       

０時間以上1０時間未満 2.82 2.88 2.29 2.92 3.00 2.43 3.00 2.96 3.17 2.87 2.70 

1０時間以上2０時間未満 2.77 2.86 2.20 3.03 2.85 2.09 2.86 2.74 3.28 2.87 2.92 

2０時間以上3０時間未満 2.93 3.11 2.44 3.06 3.13 2.60 3.02 2.87 3.25 2.89 2.95 

3０時間以上 3.03 3.17 2.72 3.17 3.22 2.61 3.12 3.11 3.28 2.89 3.06 
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問 1０．円滑なプロジェクト運営実現のための施策(ＳＡ) 

円滑なプロジェクト運営実現のための施策として、検収要件やチェック項目の発注者

との合意を取ることに積極的に取り組んでいる企業が多い一方で、生産性の評価基準の

設定には積極的ではない企業が多いことが伺える。8つの施策全体と比較した際に、あ

まり積極的に取り組まれていない項目であるが、中でも利益率が低く所定外労働時間が

少ない企業では 2.48 ポイントと取組に積極的ではない様子がうかがえる。 

図表 4-22．円滑なプロジェクト運営実現のための施策 (ＳＡ) 

 

全
体
平
均 

①
仕
事
の
共
有
化
及
び
平
準
化 

②
負
荷
が
集
中
し
な
い
よ
う
に
す
る
た

め
の
チ
ェ
ッ
ク
・
調
整 

③
生
産
性
の
評
価
基
準 

④
進
捗
状
況
の
管
理
と
共
有
化 

⑤
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
活
性
化 

⑥
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ー
ジ
ャ
が
問
題

を
抱
え
込
ま
な
い
た
め
の
状
況
の
共
有

化 ⑦
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ー
ジ
ャ
に
よ
る

人
事
・
本
社
へ
の
定
期
報
告 

⑧
検
収
要
件
や
チ
ェ
ッ
ク
項
目
の
発
注

者
と
の
合
意 

⑨
社
内
で
ノ
ウ
ハ
ウ
と
し
て
共
有 

⑩
過
去
の
実
績
や
体
系
化
さ
れ
た
外
部

情
報
・
ノ
ウ
ハ
ウ 

＊＊【総数】＊＊ 2.79 2.86 2.72 2.52 2.87 2.66 2.88 2.90 2.99 2.73 2.77 

優良企業軸                       

利益率高・所定外少 2.77 2.89 2.74 2.37 2.93 2.79 2.78 2.78 2.96 2.81 2.70 

利益率高・所定外多 2.80 2.83 2.62 2.64 2.69 2.62 2.95 3.07 2.95 2.80 2.80 

利益率低・所定外少 2.48 2.62 2.43 2.21 2.46 2.50 2.60 2.74 2.58 2.41 2.27 

利益率低・所定外多 2.88 2.97 2.76 2.63 3.09 2.72 2.96 3.00 3.04 2.70 2.88 

所定外労働時間別                       

０時間以上1０時間未満 2.64 2.63 2.42 2.29 2.88 2.83 2.79 2.58 2.79 2.54 2.63 

1０時間以上2０時間未満 2.70 2.86 2.67 2.41 2.74 2.57 2.75 2.96 2.90 2.61 2.56 

2０時間以上3０時間未満 2.81 2.94 2.70 2.53 2.87 2.65 2.97 2.92 2.98 2.66 2.92 

3０時間以上 2.95 2.94 2.72 3.00 3.06 2.72 3.00 3.06 3.06 3.18 2.82 
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問 11．プロジェクト実施時のトラブル対応に関する施策(ＳＡ) 

プロジェクト実施時のトラブル対応に関する施策全般に積極的な企業が多く、中でも

開発段階でのテスト・検証の工数確保や契約内容の見直しといった取組に積極的な様子

が伺える。一方で、「仕様変更を事前に想定した開発体制や開発手法」に関しては 2.45

ポイントと低く、より先を見通して開発を進めることが求められている。この施策に関

しては、利益率が低く所定外労働時間が多い企業が特に積極的に取り組んでいる。 

図表4-23．プロジェクト実施時のトラブル対応に関する施策 (ＳＡ) 

 

全
体
平
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リ
ス
ク
の
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②
開
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会
議
体
の
設
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④
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ェ
ク
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責
め
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突
き
放
す
等
の
行
動
を
抑
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⑤
緊
急
人
員
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ソ
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あ
る
い
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チ

ー
ム)
の
確
保
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び
支
援 

⑥
原
因
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コ
ス
ト
負
担
、
応
援
体
制
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確
化 

⑦
契
約
内
容
の
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直
し 

⑧
仕
様
変
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事
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想
定
し
た
開
発

体
制
や
開
発
手
法 

⑨
仕
様
変
更
の
ル
ー
ル
の
整
備 

⑩
追
加
料
金
の
請
求
や
契
約
内
容
の
見

直
し 

＊＊【総数】＊＊ 2.95 3.11 3.21 3.12 2.71 2.86 2.93 3.20 2.45 2.77 3.11 

優良企業軸                       

利益率高・所定外少 2.79 2.86 3.04 2.86 2.57 2.70 2.78 3.07 2.46 2.63 2.89 

利益率高・所定外多 2.94 3.02 3.12 3.07 2.60 2.90 2.95 3.20 2.66 2.78 3.05 

利益率低・所定外少 2.67 3.00 2.87 2.95 2.28 2.69 2.78 2.89 1.95 2.30 2.97 

利益率低・所定外多 3.07 3.25 3.37 3.21 2.94 2.88 2.97 3.31 2.54 3.01 3.19 

所定外労働時間別                       

０時間以上1０時間未満 2.73 2.83 2.92 2.83 2.58 2.50 2.63 3.00 2.57 2.57 2.91 

1０時間以上2０時間未満 2.88 3.11 3.14 3.12 2.63 2.81 2.95 3.10 2.18 2.67 3.13 

2０時間以上3０時間未満 2.99 3.13 3.24 3.15 2.75 2.98 2.95 3.27 2.56 2.80 3.07 

3０時間以上 2.96 3.17 3.33 2.94 2.61 2.94 2.83 3.18 2.59 2.94 3.06 
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問 12．労働時間制度に関する制度導入などの施策(ＳＡ) 

労働時間制度に関する制度導入について、8つの施策全体の中でも積極的に取り組ま

れている施策とそうでない施策の開きが大きい。労働時間を正確に把握するための制度

や、半日休暇・時間単位の有給休暇制度、長時間労働の社員に対する面談制度といっ

た、制度面の整備は進んでいる一方で、勤務間インターバル制度の導入は 1.19 ポイン

トと、あまり取り組まれていない現状が見受けられる。制度導入に積極的なのは利益率

が高く所定外労働時間が多い企業であり、利益率が低く所定外労働時間が少ない企業は

あまり積極的ではないという傾向が見られた。 

図表 4-24．労働時間制度に関する制度導入などの施策 (ＳＡ) 
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②
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⑦
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休
暇
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度 

⑧
産
業
医
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保
健
師
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働
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員
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対
す
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面
談
制
度 

⑨
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ー
残
業
デ
ー
の
設
置 

⑩
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を
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員
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対
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や
休
暇
取
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化 

＊＊【総数】＊＊ 2.61 3.26 2.80 1.19 2.56 2.37 2.43 3.20 3.06 2.32 2.86 

優良企業軸                       

利益率高・所定外少 2.71 3.14 3.39 1.64 2.89 2.41 2.45 3.28 2.67 2.41 2.79 

利益率高・所定外多 2.75 3.29 2.68 1.43 2.49 2.78 2.88 3.00 3.37 2.51 3.02 

利益率低・所定外少 2.41 3.25 2.25 1.19 2.51 2.02 2.32 3.00 2.88 1.90 2.70 

利益率低・所定外多 2.63 3.20 2.81 1.04 2.62 2.49 2.21 3.33 3.18 2.54 2.88 

所定外労働時間別                       

０時間以上1０時間未満 2.49 3.04 2.58 1.58 2.75 2.54 2.63 3.13 2.38 2.04 2.25 

1０時間以上2０時間未満 2.67 3.30 2.92 1.16 2.69 2.36 2.42 3.20 3.12 2.40 3.08 

2０時間以上3０時間未満 2.59 3.24 2.63 1.26 2.33 2.44 2.28 3.11 3.31 2.43 2.86 

3０時間以上 2.58 3.28 2.72 0.83 2.78 2.44 2.67 3.28 2.83 2.17 2.76 
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問 13．その他長時間労働を是正するための現場に対する施策(ＳＡ) 

長時間労働を是正するための現場に対する施策として、前問に挙げられていなかった

施策に積極的な企業は少なかった。職場巡回や有休休暇取得の促進のポイントが特に低

く、制度整備後の普及に関する取組に課題が見られる。これらの取組に最も積極的であ

ったのは利益率が高く所定外労働時間が少ない企業であった。利益率が高く所定外労働

時間が多い企業はこのような取組に比較的消極的である。 

図表 4-25．その他長時間労働を是正するための現場に対する施策 (ＳＡ) 
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②
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③
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④
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長
時
間
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起 

⑩
長
時
間
労
働
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等
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社
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え
の
説
明 

＊＊【総数】＊＊ 2.48 3.00 2.73 1.51 2.99 1.70 2.89 2.73 2.27 2.79 2.17 

優良企業軸                       

利益率高・所定外少 2.62 3.45 2.66 2.04 3.34 1.76 2.74 2.85 2.07 2.79 2.48 

利益率高・所定外多 2.38 2.71 2.76 1.39 2.83 1.55 2.90 2.76 2.68 2.60 1.60 

利益率低・所定外少 2.47 2.88 2.60 1.21 2.85 1.56 2.93 2.85 2.13 2.98 2.68 

利益率低・所定外多 2.55 3.06 3.03 1.55 2.93 1.99 3.10 2.62 2.31 2.83 2.07 

所定外労働時間別                       

０時間以上1０時間未満 2.48 3.29 2.29 1.63 2.92 1.79 2.63 2.83 2.17 2.58 2.70 

1０時間以上2０時間未満 2.58 3.12 2.86 1.47 3.13 1.85 3.00 2.72 2.16 3.08 2.38 

2０時間以上3０時間未満 2.41 2.78 2.89 1.63 2.81 1.64 2.91 2.67 2.51 2.52 1.78 

3０時間以上 2.28 2.61 2.65 1.06 2.78 1.53 2.88 2.67 2.28 2.78 1.50 
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問 14．人材育成や生産性向上に向けた意識醸成のための施策(ＳＡ) 

8 つの施策全体を通して最も企業が取り組んでいない施策が「人材育成や生産性向上に向

けた意識醸成のための施策」である。特にインセンティブ(特別休暇、一時金など)の付与が

0.69 ポイントと低く、次いで自社の開発手法などについての研修などの実施が 1.71 ポイン

トとなっている。最も積極的に取り組んでいる利益率が高く所定外が低い企業群でも 2.31

ポイントと、施策の実施に課題が見られる。 

図表 4-26．人材育成や生産性向上に向けた意識醸成のための施策 (ＳＡ) 
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⑩
メ
ン
タ
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制
度 

＊＊【総数】＊＊ 2.26 2.21 0.69 2.24 2.16 3.17 2.72 2.80 2.57 1.71 2.34 

優良企業軸                       

利益率高・所定外少 2.30 1.86 1.11 2.04 2.07 3.29 2.79 2.93 2.61 1.92 2.36 

利益率高・所定外多 2.31 2.29 0.60 2.48 2.36 3.17 2.74 2.71 2.45 1.79 2.52 

利益率低・所定外少 2.17 2.15 0.70 2.13 2.10 3.13 2.65 2.75 2.55 1.56 2.00 

利益率低・所定外多 2.24 2.19 0.53 2.26 2.15 3.15 2.62 2.78 2.69 1.65 2.43 

所定外労働時間別                       

０時間以上1０時間未満 2.19 1.92 1.17 2.09 1.87 2.88 2.79 2.88 2.67 1.75 1.83 

1０時間以上2０時間未満 2.33 2.26 0.72 2.29 2.29 3.35 2.66 2.87 2.68 1.76 2.36 

2０時間以上3０時間未満 2.23 2.17 0.53 2.31 2.27 3.10 2.70 2.73 2.41 1.70 2.41 

3０時間以上 2.07 2.12 0.47 1.88 1.88 3.06 2.61 2.28 2.29 1.41 2.59 
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（５）調査結果を基にした自社診断ツールの作成 

本事業における調査結果を基に、IT業界各社が自社の長時間労働対策の取組状況を入力

し、業界内で自社が参考としたい分類(事業形態、企業規模等)や企業の目指すレベルに応じ

た比較対象を選択することで、業界内における自社の取組状況を把握し、今後の取組検討に

気づきを与えるための「自社診断ツール」を作成した。また、他社との比較だけでなく、自

社内での取組の積極度合いを比較 (部署間、プロジェクト間等)することにより、例えば部

署間での取組の進捗状況を把握し、より注力すべき部署と施策を明らかにする等の利用用途

も踏まえて作成した。 

なお、IT業界の他社比較においては、調査結果より、優良企業が必ずしも取組を積極的に

実施しているわけではないことが分かっている。優良企業が取組に積極的でない理由とし

て、既に施策の成果が上がっていることから現状特段積極的に取り組んでいない場合や労働

時間の面で特に課題が無いため実施していない、等の場合が想定される。そのため、他社比

較においては、一概に自社の取組が進んでいるから実施する必要は無い、遅れているから実

施すべき、とは判断せず、あくまでも取組検討の参考として活用いただくことを想定してい

る。 

以下に、「自社診断ツール」の 2つの使用方法(他社比較用、社内比較用)について示す。 
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【他社比較用】 

長時間労働是正の取組に対する積極度合いを、自社と比較対象の企業群とを比較する。 

 

 
図 4-27．自社診断ツール 他社比較用入力画面 

 

① 比較対象を選択 

 比較したい分類を、8つの選択肢から選択する。 

図表4-28．比較対象の選択肢 

分類 選択肢 

業界全体 IT業界 

事業形態別 受託型、組込型、プロダクト型 

企業規模別 大企業、中小企業 

取引構造におけるポジション別 元請、下請 

 

 各分類において比較対象の企業群を、「全体」「優良企業※」の 2つから選択する。 

 ※優良企業は、調査対象データ数が一定以上の分類「IT業界」「受託型」「中小企業」を選

択した場合のみ選択できる。 

 

② 自社の施策の取組情報を入力 

 8分類計 80施策に対する自社の取組状況を6つの選択肢から選択する。 

図表4-29．自社の取組状況の選択肢 

選択肢 

5．積極的である 

4. あまり積極的でない 

3. やや積極的である 

2. 積極的でない 

1. 取り組んでいない 

0. 業務またはビジネス上該当しない 

 

① ②
比較対象: IT業界 の 全体 平均

施策分類 企業回答欄

1.全社的な経営方針やビジネス実施全体についての施策 (企業回答要入力)

2.プロジェクトの全社的な支援・ (企業回答要入力)

【厚生労働省　平成30年度業界団体と連携したIT業界における⾧時間労働対策事業】自社診断ツール_Ver.0.2　2019.02

施策

1.全社的な経営方針やビジネ
ス実施全体についての施策

①  経営方針や戦略としての⾧時間労働対策の明確な位置付け
②  社⾧など経営者自らによる、⾧時間労働削減についてのメッセージ発信
③  付加価値の高い事業分野への転換・シフト(受託型→プロダクト型等)
④  良好な取引関係や円滑な業務遂行が期待できる顧客・ユーザかどうかの見極め、取引先の取捨選択
⑤  顧客、SIer、パートナー企業などからなる、相互の利害を調整するための会議体(ステアリングコミッティ)の設置
⑥  受注内容に応じた契約形態(請負／準委任／派遣等)の選択
⑦  受注内容に応じた価格決定方式（人月単価／定額／成果報酬等）の選択
⑧  大規模プロジェクトにおけるリスク軽減のための契約単位の分割(開発フェーズごとの多段階契約等)
⑨  大規模プロジェクトにおける管理可能なプロジェクト規模への細分化・階層化
⑩  開発するソフトウェアに応じた開発手法（ウォーターフォール／アジャイル等）の選択

2.プロジェクトの全社的な支
援・管理体制に関する施策

①  システム開発環境を整備することによるプロジェクトのリスクの見える化、共有化
②  プロジェクト間の調整・統括を図る専門担当者の配置
③  部門⾧によるプロジェクトの進捗やメンバーの業務内容等の把握
④  機能要件、品質要件など基づく生産性の定量的な把握

⑩  経験不足のプロジェクトにおける見積りや開発に係る専門チーム(あるいは専門メンバー)による支援
⑨  経験不足のプロジェクトにおける業務知識を獲得するための業務有識者との密接なコミュニケーション

分類計

⑤  プロジェクト特性に合わせた開発のための「システム構成に関する情報・品質情報等の収集や活用」の基盤整備
⑥  プロジェクトで使用する開発標準、テンプレート、ツール類の整備
⑦  顧客・ユーザとリスクや進捗を確認するためのツール類の整備
⑧  経験不足のプロジェクトへの類似業務経験のある社員の配置

分類計

3.プロジェクト提案・受注・計
画時に関する施策

①  プロジェクトの見積精度向上のための工数確保
②  プロジェクトの見積精度向上のための社外ノウハウの活用
③  プロジェクトの見積内容をチェックする社内体制の整備
④  開発作業に着手する前の要件の分析・評価
⑤  顧客の要求を明確に定義するための社外ノウハウの活用等による要件定義プロセスの体系化
⑥  「プロジェクト目標を達成するために必要な成果物とタスクの定義」等、開発スコープの明確化
⑦  プロジェクト特性に合った開発標準やルールについてのノウハウの体系化、およびそれらに基づいたテンプレートやツールの活
⑧  契約締結時における開発期間、必要工数、開発環境等に関する顧客との交渉
⑨  プロジェクト開始前における発注者の業務理解度の把握と対策(顧客の業務に精通する人材の配置等)
⑩  プロジェクトの要件が明確に定義できない場合に、要件定義のフェーズと開発フェーズを分けて契約する対応
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③ 出力結果を基に自社の強み・弱みを把握 

 長時間労働対策の取組状況について、出力されたレーダーチャートを基に 8つの施策分類

別に自社の強み、改善点の概要(レーダーチャート比較)を把握した後、特に各施策分類にお

いて、改善が必要と思われる具体的な施策の内容を確認する。 

 

 

図 4-30．他社比較の出力結果 

 

  

◀レーダーチャート
選択した比較対象と自社の取組状況を確認することができます。
各施策分類内の10の施策への取組状況を点数化し、分類ごと
の平均値をその施策分類の点数として、比較対象と自社を表示
します。

▼個別施策一覧
各施策分類ごとの10の具体的施策への取組状況を点数化して
比較対象と比較し、すでに自社が十分取り組んでいる施策を赤網掛け、
今後更なる取組が必要とされる施策を青網掛けで表示します。

施策分類 企業回答欄
5. 積極的である
4. やや積極的である
2. 積極的ではない
2. 積極的ではない
1. 取り組んでいない
3. あまり積極的ではない
4. やや積極的である
2. 積極的ではない
5. 積極的である
4. やや積極的である

1.全社的な経営方針やビジネス実施全体についての施策 3.2分類計

施策

1.全社的な経営方針やビジネ
ス実施全体についての施策

①  経営方針や戦略としての⾧時間労働対策の明確な位置付け
②  社⾧など経営者自らによる、⾧時間労働削減についてのメッセージ発信
③  付加価値の高い事業分野への転換・シフト(受託型→プロダクト型等)
④  良好な取引関係や円滑な業務遂行が期待できる顧客・ユーザかどうかの見極め、取引先の取捨選択
⑤  顧客、SIer、パートナー企業などからなる、相互の利害を調整するための会議体(ステアリングコミッティ)の設置
⑥  受注内容に応じた契約形態(請負／準委任／派遣等)の選択
⑦  受注内容に応じた価格決定方式（人月単価／定額／成果報酬等）の選択
⑧  大規模プロジェクトにおけるリスク軽減のための契約単位の分割(開発フェーズごとの多段階契約等)
⑨  大規模プロジェクトにおける管理可能なプロジェクト規模への細分化・階層化
⑩  開発するソフトウェアに応じた開発手法（ウォーターフォール／アジャイル等）の選択
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【社内比較用】 

社内の特定の切り口(部署やプロジェクト等) ごとの取組状況を比較し、長時間労働是正

に対する取組への積極度合いを自社内で比較することを目的としている。 

 

 

図 4-31．自社診断ツール 社内比較用入力画面 

 

①社内の取組状況を入力 

 各施策に対する部署やプロジェクト等における取組状況を、それぞれ 6つの選択肢から選

択する。なお、一度に5つの部署やプロジェクト等の取組状況を入力・比較することが可能

となっている。 

図表4-32．社内の取組状況の選択肢 

選択肢 

5．積極的である 

4. あまり積極的でない 

3. やや積極的である 

2. 積極的でない 

1. 取り組んでいない 

0. 業務またはビジネス上該当しない 

 

②出力結果を基に各部署・プロジェクトの特徴や全社での取組の進捗を把握 

 長時間労働対策の取組状況について、出力されたレーダーチャートを基に 8つの施策分類

別に部署やプロジェクト間での取組状況の違いを把握し、特に各施策分類において、改善が

必要と思われる具体的な施策の内容を確認、その後の施策や対象の検討に活用する。 

 

施策分類 全社 1 2 3 4 5

1.全社的な経営方針やビジネス実施全体についての施策 (企業回答要入力) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2.プロジェクトの全社 (企業回答要入力) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

3.プロジェクト提案・受注・計画時に関する施策 (企業回答要入力) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
⑩  プロジェクトの要件が明確に定義できない場合に、要件定義のフェーズと開発フェーズを分けて契約する対応

分類計

3.プロジェクト提案・
受注・計画時に関す

る施策

①  プロジェクトの見積精度向上のための工数確保
②  プロジェクトの見積精度向上のための社外ノウハウの活用
③  プロジェクトの見積内容をチェックする社内体制の整備
④  開発作業に着手する前の要件の分析・評価
⑤  顧客の要求を明確に定義するための社外ノウハウの活用等による要件定義プロセスの体系化
⑥  「プロジェクト目標を達成するために必要な成果物とタスクの定義」等、開発スコープの明確化
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④  機能要件、品質要件など基づく生産性の定量的な把握
⑤  プロジェクト特性に合わせた開発のための「システム構成に関する情報・品質情報等の収集や活用」の基盤整備
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①  経営方針や戦略としての⾧時間労働対策の明確な位置付け
②  社⾧など経営者自らによる、⾧時間労働削減についてのメッセージ発信
③  付加価値の高い事業分野への転換・シフト(受託型→プロダクト型等)
④  良好な取引関係や円滑な業務遂行が期待できる顧客・ユーザかどうかの見極め、取引先の取捨選択
⑤  顧客、SIer、パートナー企業などからなる、相互の利害を調整するための会議体(ステアリングコミッティ)の設置
⑥  受注内容に応じた契約形態(請負／準委任／派遣等)の選択
⑦  受注内容に応じた価格決定方式（人月単価／定額／成果報酬等）の選択
⑧  大規模プロジェクトにおけるリスク軽減のための契約単位の分割(開発フェーズごとの多段階契約等)
⑨  大規模プロジェクトにおける管理可能なプロジェクト規模への細分化・階層化
⑩  開発するソフトウェアに応じた開発手法（ウォーターフォール／アジャイル等）の選択
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【凡例】

5 : 積極的である

4 : やや積極的である

3 : あまり積極的ではない

2 : 積極的ではない

1 : 取り組んでいない

0 : 業務又はビジネス上該当しない
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図 4-33．社内比較の出力結果 

  

◀レーダーチャート
全社と自社内の部署ごとの取組状況を確認することができます。
各施策分類内の10の施策への取組状況を点数化し、分類ごと
の平均値をその施策分類の点数として、全社と各部署を表示
します。

▼項目表
各施策分類内の10の施策への取組状況を点数化して部署ごと
に比較し、すでに当該部署が十分取り組んでいる分野を赤字、
今後更なる取組が必要とされる分野を青字で表示します。また、
部署間での点数の開きが顕著な施策項目が緑色で表示されます。
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